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１ 社会的背景の変化と教育の情報化  

（１）本村における教育の情報化 

近年、第４次産業革命ともいわれる人工知能（AI）、ビッグデータ、IoT、ロボティク

ス等の技術の急速な進展に伴い、社会の在り方そのものが現在とは劇的に変わる

「Society5.0」時代を迎えている。 

令和元年６月、「学校教育の情報化の推進に関する法律」が成立し、公布・施行され

た。同法は、学校教育の情報化の推進に関し、基本理念を定め、関係者の責務を明らか

にすること等により、学校教育の情報化の推進に関する施策を総合的かつ計画的に推進

し、もって次代の社会を担う児童生徒の育成に資することを目的としている。 

情報化、グローバル化が進み、ICT を日常的に活用することが当たり前の世の中とな

る中本村では、平成２３年度より社会で生きていくために必要な資質・能力を育むため

に、日常的に ICT を活用できる環境を整備し、より効果的に ICT を活用することによる

授業改善に取り組んでいる。また、働き方改革においても、校務の情報化に取組み、教

職員の負担軽減を図ってきている。今後、GIGA スクール構想の後押しを受け、より計画

的で意図的な ICT 環境整備と授業改善研究が求められる。 

ここに示す「山江村教育の情報化推進計画」は、これまでの ICT 教育９年間の足跡を

振り返るとともに、教師の ICT 活用の手引きとして位置付けるものである。 

 

（２）教育の情報化の３つの側面 

本村では、「教育の情報化」を次の３つの側面から教育の質の向上を目指す。 

 

２ 教育委員会及び学校における教育の情報化の推進体制  

（１） 教育委員会及び学校の役割 

本村ではこれまで、教育の情報化を推

進していくために、山江村学校ＩＣＴ教

育推進協議会を立ち上げ、山江村教育の

情報化１０年の推進体制を構築して研究

を進めてきた。児童生徒の学力向上とと

もに、情報活用能力の育成を目指して教

師の授業改善を中心に研究を進めてきた

ことは、大きな成果を得た。 

そこで本村では、これまでの ICT 教育

の積み重ねを経て、次のステージとなる

１０年目の ICT を活用した研究を、プロ

グラミング教育や英語教育に力を入れて

いく。AI や IoT を生かした、学校と社会、

地域産業の繋がりを意識した授業実践の

研究を行うこととする。            山江村の教育情報化推進体制（図 1）  

①情報教育        ：子供たちの情報活用能力の育成 

②教科指導における ICT 活用：ICT を効果的に活用した分かりやすく深まる授業の実現等 

③校務の情報化      ：教職員が ICT を活用した情報共有によりきめ細やかな指導 

を行うことや、校務の負担軽減等 

〇教師の ICT 活用指導力等の向上 

〇学校の ICT 環境の整備 

〇教育情報セキュリティの確保 



 

（２）外部人材など､外部資源の活用 

ICT 環境の整備とともに、ICT の効果的な活用方法に関する研究と ICT 環境の維持管

理が必要になる。特に、授業準備や教材の準備、セキュリティ管理の面では学校の負担

は大きくなる。 

そこで本村では、ICT 支援員を村独自で各学校に常駐させ、教材づくりや ICT 機器の

維持管理を行うようにする。また、大学教授や県の指導主事など、有識者との連携を図

りながら研究を進めるようにする。特にプログラミング教育や遠隔教育などにおいては、

民間の企業等のサポートが欠かせない。毎年、「教育の情報化」研究発表会を開催する

が、文部科学省や熊本県教育委員会の研究指定を受けるなどして、常に外部資源を活用

した研究の充実に努めるようにする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
外部機関との連携（図２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
大学教授による講演（図３） 

―ICT 研究発表会― 
熊本県教育委員会指導主事招聘研修（図４） 



（３） 教育委員会と首長部局との連携 

教育の情報化については、総合教育会議において地方公共団体の長（首長部局）と教

育委員会とが協議・調整していく必要がある。 

本村では、全国 ICT 教育推進協議会に加盟し、村長自ら ICT 教育を推進している。ICT

教育先進地域として ICT 教育環境の充実はもとより、本村の教育実践が全国においての

ICT 環境の整備・普及の一助になることを目指して研究を進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
全国ＩＣＴ教育首長サミットにおける村長の実践報告（図５） 

 

（４）ＩＣＴ支援員の役割 

ICT 関連業務は多岐に渡っており、本村では、教師、ICT 支援員、事業者、管理職や

教育委員会がそれぞれ役割を分担している。特に ICT 支援員については、業務を次の４

種「授業支援」「校務支援」「環境整備」「校内研修」に分けて行うようにする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
ＩＣＴ支援員の役割（図６） 

 授業支援 校務支援 環境整備 校内研修 

１ 授業計画の作成支援 学籍管理の操作支援 日常的メンテナンス

支援 

校内研修の企画支援 

２ 教材作成 出欠席管理の操作支

援 

障害トラブル対応 校内研修の準備 

３ ICT 機器の準備 成績管理の操作支援 年次更新作業 校内研修の実施（機

器・ソフトウエア） 

４ ICT 機器のメンテナ

ンス 

通知表・指導要録作成

の操作支援 

ソフトウエアのイン

ストール、更新 

校内研修の実施支援 

(インストラクター) 

５ 操作支援 時数管理、施設管理 運用ルールの作成支

援 

 

６ 学校行事等の支援 服務管理の操作支援 セキュリティポリシ

ーの作成支援 

 

７ 障害トラブル対応 家庭や地域への情報

発信の操作支援 

ICT 機器整備計画の

作成支援 

 

８ ICT 機器の片付け  

 

  

９ ICT 機器活用事例の

作成 

   

10 ICT 機器の利活用状

況 

 

 

  



３ 情報活用能力の育成  

（１）学習の基盤となる資質・能力としての情報活用能力 

平成 29・30 年に公示された学習指導要領では、情報活用能力は以下のように言語能

力、問題発見・解決能力と並ぶ「学習の基盤となる資質・能力」の一つと位置付けられ、

教科等横断的な視点から教育課程の編成を図り、各学校のカリキュラム・マネジメント

の実現を通じて育成することとされる。 
○知識及び技能(何を理解しているか、何ができるか) 情報と情報技術を活用した問題の発見・解決

等の方法や、情報化の進展が社会の中で果たす役割や影響、技術に関する法・制度やマナー、個人

が果たす役割や責任等について、情報の科学的な理解に裏打ちされた形で理解し、情報と情報技

術を適切に活用するために必要な技能を身に付けていること。 

○思考力、判断力、表現力等(理解していること、できることをどう使うか)様々な事象を情報とそ

の結びつきの視点から捉え、複数の情報を結びつけて新たな意味を見いだす力や問題の発見・解

決等に向けて情報技術を適切かつ効果的に活用する力を身に付けていること。 

○学びに向かう力、人間性等(どのように社会・世界と関わりよりよい人生を送るか)情報や情報技

術を適切かつ効果的に活用して情報社会に主体的に参画し、その発展 に寄与しようとする態度等

を身に付けていること。 

 

（２）情報活用能力の育成のためのカリキュラム・マネジメント 

本村では、教科横断的な視点で教育内容の配列を見直し、情報活用能力育成表（図７）

を作成して学習を進めることとする。これは、文部科学省から出されている「情報活用

能力体系表」（図８）と「IE‐school における実践・研究を踏まえた情報活用能力の例

示」（図９）、仙台市が作成した「仙台版『おすすめ単元表』」をもとに作成したもので

ある。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

山江村情報活用能力育成表（図７） 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

情報活用能力体系表（図８） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

IE‐school における実践・研究を踏まえた情報活用能力の例示（図９） 

 
 



（３）学校における情報モラル教育 

携帯電話・スマートフォンやソーシャル・ネットワーキング・サービス（SNS）が急

速に普及する中で、児童生徒が自他の権利を尊重し情報社会での行動に責任を持つとと

もに、犯罪被害を含む危機を回避し、情報を正しく安全に利用できるようにするために

は、学校における情報モラル教育を充実させることが大切である。 

教科横断的な視点に立つ情報モラルの育成（図１０） 顔の見えない相手を考える（図１１） 

 

情報モラルは、学習指導要領では学習の基盤となる資質・能力と定義された情報活用

能力に含まれており、学校においては、教科等横断的な視点に立って体系的に取り組む

必要がある（図１０、図１１）。そこで本村では、学級活動はもちろん、従来の授業の

中で情報モラルの視点を持って学習活動に取り組むようにする。その際、情報モラルの

指導内容には様々なものがあり、それぞれを一回説明したりするだけでは態度として身

に付けさせるまでには至らないことから、各教科等において指導するタイミングをうま

く設定したり、繰り返したりする。また、PTA や関係機関と連携を図りながら外部人材

を活用した情報モラル教育を行い、児童生徒だけでなく、保護者にも関心を持たせるよ

うにする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：青少年のインターネットの利用時間（図１２） 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：SNS に起因する被害児童数の推移（図１３） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
情報モラル研修（図１４） 

 

 

 



４ 教科等の指導におけるＩＣＴの活用  

（１）教科等の指導におけるＩＣＴ活用 

平成 29 年、30 年、31 年に改訂した小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校の学

習指導要領の総則に次のように示されている。「情報活用能力の育成を図るため、各学

校において、コンピュータや情報通信ネットワークなどの情報手段を活用するために必

要な環境を整え、これらを適切に活用した学習活動の充実を図ること」としているとお

り、情報活用能力は、学習の基盤となる資質・能力であり、各教科等の特質を生かし教

科等横断的な視点から育成するものである。 

これを確実に育んでいくためには、各教科等の特質に応じて適切な学習場面で育成を

図ることが重要であるとともに、そうして育まれた情報活用能力を発揮させることによ

り、各教科等における主体的・対話的で深い学びへとつながっていくことが一層期待さ

れるものと考えられる。 

また、「児童（生徒）が、基礎的・基本的な知識及び技能の習得も含め、学習内容を

確実に身に付けることができるよう、児童（生徒）や学校の実態に応じ、個別学習やグ

ループ別学習、繰り返し学習、学習 内容の習熟の程度に応じた学習、児童の興味・関

心等に応じた課題学習、補充的な学習や発展的な学習などの学習活動を取り入れること

や、教師間の協力による指導体制を確保することなど、指導方法や指導体制の工夫改善

により、個に応じた指導の充実を図ること。その際、（略）情報手段や教材・教具の活

用を図ること。」としており、個に応じた指導の充実を図るにあたり ICT を活用するこ

ととしている。 

そこで本村においては、情報端末の新規導入・更新とともに、教科指導で使用するた

めの授業支援ソフトやデジタルドリル等を導入し、学習者自らが意欲的に学ぶことがで

きる学習環境整備に努めるようにする。 

 

（２）ＩＣＴを効果的に活用した学習場面の分類 

教科等の指導で ICT を活用する際の活用主体としては、①教師が活用する、②児童生

徒が活用するという二つがある。 

①は教師が学習指導の準備や評価のために ICT を活用したり、授業で ICT を活用した

りすることであり、②は児童生徒が授業等で ICT を活用することである。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

文部科学省による活用分類－2014－（図１５） 



このように多様な学習場面が考えられるが、これらの分類を踏まえて、本村では各教

科等の「特性」と「活用主体」に応じてＩＣＴを活用するようにする。 

 

（４） 本村のＩＣＴを活用した教育の充実 

  ア 学力向上の考え方 

 学力向上の概念を木にたとえると、基礎

基本の部分は土台である根っこの部分で

ある。土台は学習規律をきちんと作るこ

と。本村では、この土台をもとに ICT 活

用を図り、同時に教師が本来大切にして

きた板書やノート指導などのアナログの

部分を融合させながら授業改善を図るこ

とにより、確かな学力は形成されると捉

える（藤本教育長）。 

山江村の学力向上の考え方（図１６） 

 

イ 研究の構想 

    授業改善を目指して平成２３年度よりスタートした ICT 教育であるが、「ICT 教育１

０年構想」を立てて進めている。令和２年度は、１０年目を迎える。 

新学習指導要領では、（1）知識技能の

習得、（2）思考力、判断力、表現力等の

育成、（3）学びに向かう力、人間性等の

涵養が示されている。これらが偏りなく

実現されるよう、単元や題材など内容や

時間のまとまりを見通しながら、児童生

徒の主体的・対話的で深い学びの実現に

向けた授業改善を行うこととしている。 

そこで本村では、村内小中学校の研究

テーマと研究の視点を統一し、小中連携

を図りながら同じ方向性をもって研究を

進める。特に「視点２ 対話的な学びの

充実」においては、思考ツールの考え方

を生かした「考えるための技法（小中共

通）」を作成し、あらゆる授業場面で活用

できるようする。 

また、山江村情報活用能力育成表を作

成し、教科横断的な視点に立って学習が

進められるようにする。さらに情報活用

能力の 1つとして、タイピング技能の向

上を目指し、日常指導の充実を心掛ける

ようする。 

 
村内小中学校で統一した研究の構想（図１７） 



  ウ 研究について（令和元年～ ） 

     研究の方向に合わせて、毎年、取組の重点事項を設定して研究を進める。 

【取組の重点①】 

   対話的な学びを充実させるために作成した「考えるための技法を、小学校から中

学校まで 9年間に活用を位置付け、学習活動に生かすようにする。これは、教師と

学習者、両用で活用するものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

考えるための技法（図１８） 



  【取組の重点②】 

   タイピング技能は、児童生徒の思考活動を支える大切なアイテムと捉える。小学校

低・中・高学年、中学校における系統表を作成して、ICT 活用スキル向上に努めるよ

うにする。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
タイピング技能表（図１９） 

 

【取組の重点③】 

    情報活用能力の育成を目指して教科横断的な視点に立って教育内容の配列を見直

す。この情報活用能力育成表は、小学校から中学校までの年間計画を作成し、小中連

携を図りながら、毎年、見直していくものである。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
情報活用能力育成表の作成と見直し（図２０） 

 



エ 特別支援教育におけるＩＣＴの活用 

（ア） 発達障害のある児童生徒へのＩＣＴの活用  

発達障害のある児童生徒への情報教育 発達障害のある児童生徒の中には、コン

ピュータ等の情報機器に興味・関心を強く示す子もいる。そのような児童生徒に

は学習意欲を引き出したり、集中力を高めたりするために ICT を活用することが

想定できる。また、認知処理に偏りをもつ子供の場合は、情報機器によってその

偏りや苦手さを補ったり、得意な処理をより伸ばしたりするなどの活用も想定で

きる。 

本村では、そういった児童生徒及び保護者の実態と教育的ニーズに応じて、ICT

を効果的に活用する指導の在り方を見つめながら、その活用を図るようにする。 

 

（イ） ＩＣＴの活用による学習支援 

発達障害のある児童生徒への具体的な支援方策は、課題別に整理して情報機器 

の活用例は次のとおりである。 

① 読み書きに関する場面 

② 読字や意味把握に困難さがある場合 

③ 書字の困難さがある場合 

④ 一斉学習での教材提示に関する場面 

⑤ クラスのルール、決められた手順、役割分担、見通し及び行動修正に関する

場面 

⑥ 気持ちや出来事の整理と自己コントロールに関する場面 

⑦ 算数・数学などの学習に課題のある場合 

⑧ 大切な話を聴く場面 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
ＩＣＴを活用した特別支援学級での授業（図２１） 

 

 

 

 

 



５ プログラミング教育の推進  

（１）学習指導要領におけるプログラミング教育 

  プログラミング教育で育む資質・能力は、すべての学習の基盤となる資質・能力であ

る情報活用能力の一部であり、すべての学校段階の学習指導要領の総則において、情報

活用能力を育成する。 

 

（２）小学校段階におけるプログラミング教育 

ア 小学校プログラミング教育のねらい 

 小学校におけるプログラミング教育のねらいは、大まかに３つある。 

 

イ 小学校プログラミング教育で育成する資質・能力 

コンピュータに意図した処理を行わせるために必要な論理的思考力を身に付ける

ための学習活動を通して育成する資質・能力を「三つの柱」に沿って整理すると、次

のようになる。 

（小学校） 

・総則において、各教科等の特質に応じて、「プログラミングを体験しながら、コンピュータに意図

した処理を行わせるために必要な論理的思考力を身に付けるための学習活動」を計画的に実施す

ることを新たに明記 

・算数、理科、総合的な学習の時間において、プログラミングを行う学習場面を例示 

 

（中学校） 

・技術・家庭科（技術分野）において、プログラミングに関する内容を充実 （「計測・ 制御のプロ

グラミング」に加え、「ネットワークを利用した双方向性のあるコンテン ツのプログラミング」

について学ぶ） 

 

（高等学校） 

・全ての生徒が必ず履修する科目（共通必履修科目）「情報Ⅰ」を新設し、全ての生徒 が、プログ

ラミングのほか、ネットワーク（情報セキュリティを含む）やデータベー スの基礎等について学

ぶ 

・「情報Ⅱ」（選択科目）では、プログラミング等について更に発展的に学ぶ 

①「プログラミング的思考」を育むこと 

②プログラムの働きやよさ、情報社会がコンピュータ等の情報技術によって支えられていることな

どに気付くことができるようにするとともに、コンピュータ等を上手に活用して身近な問題を解

決したり、よりよい社会を築いたりしようとする 態度を育むこと 

③各教科等の内容を指導する中で実施する場合には、各教科等での学びをより確実なものとするこ      

 と 

（知識及び技能） 

・身近な生活でコンピュータが活用されていることや、問題の解決には必要な手順があることに気

付くこと 

（思考力、判断力、表現力等） 

・発達の段階に即して、「プログラミング的思考」（自分が意図する一連の活動を実現するために、

どのような動きの組合せが必要であり、一つ一つの動きに対応した記号を、どのように組み合わ

せたらいいのか、記号の組合せをどのように改善していけば、より意図した活動に近づくのか、

といったことを論理的に考えていく力）を育成すること 

（学びに向かう力、人間性等） 

・発達の段階に即して、コンピュータの働きを、よりよい人生や社会づくりに生かそうとする態度

を涵養すること 

 



小学校プログラミング教育で育む思考力、判断力、表現力等は、「プログラミング

的思考」のことである。プログラミング的思考とは、「自分が意図する一連の活動を

実現するために、どのような動きの組合せが必要であり、一つ一つの動きに対応した

記号を、どのように組み合わせたらいいのか、記号の組合せをどのように改善してい

けば、より意図した活 動に近づくのか、といったことを論理的に考えていく力」で

ある。 

この論理的に考えていく力を働かせながらコンピュータを動作させる手順を捉え

てみると、図２２のようになる。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

プログラミング的思考を働かせるイメージ（図２２） 
 

（３） 小学校プログラミング教育にける学習活動例 

ア 学習活動の分類 

プログラミング教育は、プログラミング教育課程内と教育課程外で実施できる。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
プログラミングに関する学習活動の分類（図２３） 



イ 学習活動例 

本村のこれまでの実践を例

にとると、Ａ分類及びＢ分類

は、各教科等での学びをより

確実なものとするための学習

活動として取り組むものであ

る。また、Ｅ分類及びＦ分類

は、学校の教育課程外に位置

付くものであり、地域や企業

団体等の支援、協力を得て学

習の機会を設けたものである。 

今後は、児童の興味・関心を

踏まえ、学習の機会を提供して

いくものとする。                         

本村におけるプログラミング学習活動の分類（図２４） 
 

本村におけるプログラミング学習活動の例（図２５） 
 

 

 

 

 



【Ａ分類】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【Ｂ分類】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【Ｅ分類】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
Ａ・Ｂ・Ｅ分類における、プログラミング学習の様子（図２６） 



６ 教師に求められるＩＣＴ活用指導力等の向上  

（１） 教師のＩＣＴ活用研修 

「主体的・対話的で深い学び」の実現や情報活用能力の育成のためには、一人一人の

教師が ICT 活用指導力の向上の必要性を理解し、校内研修等に積極的に参加したり自ら

研鑽を深めたりするとともに、教育委員会等が各学校の研修に積極的に関わって研修を

充実させることが必要である。 

そこで本村では、３校合同研修会を年５回開催し、授業研究を通して教師の ICT 活用

指導力を高めるようにする。その中で ICT 教育に関する授業研究と研修計画は、教育委

員会と山江村教育研究会（学び部会・育ち部会）が連携して進めるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
山江村の研究組織図（図２７） 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ICT 活用研修計画例（図２８） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
企業のサポートによる ICT 活用研修（図２９） 



（２）校内研修の充実 ―ＯＪＴで小研ウィークの実施― 

ボトムアップ型の研修として、月に一度「授業公開週間」を設定し、全職員が研究の

視点に沿った授業を行うようにしている。授業公開の際には、リフレクションシートと

して付箋紙に成果や課題等を記入し、所定の台紙へ貼り付けるようする。この小研ウィ

ークは、先生方にとって、「いつでも、どこでも、だれでも」を合言葉にＯＪＴ研修と

して行うものである。自己研鑽の場としても好評を得ている。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
小研ウィークの授業とリフレクションシート（図３０） 

 

（３）山江村小中学校「教育の情報化」研究発表会の開催 

   毎年、「教育の情報化」の研究発表会を開催し、研究の成果を検証する。 

■平成２３年度      文部科学省国内の ICT 教育活用好事例の収集・普及・促進に関する    

  (山田小）     調査研究事業～九州・沖縄ブロック発表校                           

■平成２４年度      文部科学省国内の ICT 教育活用好事例の収集・普及・促進に関する 

  (山田小）     調査研究事業協力校     

■平成２５・２６年度  熊本県教育委員会指定(山江村小中学校 

ICT を活用した「未来の学校」創造プロジェクト推進事業研究校 

■平成２６年度     文部科学省委託事業(山田小、山江中） 

            「ICT を活用した教育の推進に資する実証事業」   

■平成２５・２６年度  DIS スクール・イノベーションプロジェクト実証校(山江村小中学校）  

■平成２７・２８年度  文部科学省委託 「ICT を活用した教育推進自治体応援事業」 

（ICT を活用した学びの推進プロジェクト ＩＣＴ活用実践コース） 

（ICT を活用した学びの推進プロジェクト指導力パワーアップコース） 

■平成２９年度         熊本県教育委員会指定 ICT を活用した「未来の学校」創造プロジェクト 

事業 協力地域・協力校 

■平成３０年度     文部科学省指定 「次世代の教育情報化推進事業」研究校 

■令和元年度      熊本県教育委員会指定 ICT を活用した「未来の学校」創造プロジェクト 

事業 協力地域・協力校 

■令和２年度      全国 ICT 教育首長協議会「地域サミット」開催 

           （山江村小中学校「教育の情報化」研究発表会） 

研究の足跡（図３１） 



（４）教員の ICT 活用指導力チェックリストの活用 

年に一度、「教員の ICT 活用指導力チェックリスト」をもとに、本村の ICT 教育スキ

ルに関する確認を行う。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
教員の ICT 活用チェックリスト（図３２） 

 

 



７ 校務の情報化の推進  

（１）校務の情報化の目的 

校務の情報化の目的は、効率的な校務処理による業務時間の削減、ならびに教育活動

の質を向上させることにある。 

校務が効率的に遂行できるようになることで、教職員が児童生徒の指導に対してより

多くの時間を割くことが可能となる。また、児童生徒の出欠・身体・成績・学習履歴等

様々な情報の分析や共有により、今まで以上に細部まで目が行き届いた学習指導や生徒

指導などの教育活動が実現できる。さらに、教師間における指導計画、指導案、指導事

例等の情報共有により、教師間のコミュニケーションを増加させたり、学校ウェブサイ

トやメールなどによる情報発信により、家庭・地域からの理解・協力を促進させたりす

ることができる。 

このように校務の情報化は、学校における校務の負担軽減を図り、よりよい教育を実

現させるためのものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
校務支援ソフトを活用した通知表、指導要録（図３３） 

 

（２）統合型校務支援システムの導入 

本村では、学校における校務の負担軽減を図り、教師の長時間勤務を解消する有効な

解決策として、統合型校務支援システムを導入している。統合型校務支援システムを導

入することで、それまで「手書き」「手作業」で行っていた業務を、システムを活用し

て行うことができる（図３３）。業務の効率化・負担軽減を図ることはもとより、学校

や学級経営に必要な情報や児童生徒についての情報を一元管理し、共有することが可能

となり、結果として教師が児童生徒と向き合うことができる時間を確保し、「教育の質

的向上」につなげることができる。 

 

 



特に本村では、次の３つのシステムを導入している。 

① 校務支援システムの導入 

② ＲＳＡログインシステム導入 

③ 教職員勤務時間管理システムの導入 

②ＲＳＡログインシステムは、いつでも教師が学校

のサーバーにアクセスできるようにするものである。

③勤務時間管理システムは、教師の働き方改革におけ

る自己マネジメント力をつける機能として効果を得

るものである。              勤務時間管理システム（図３４） 

 

（３）校務の情報化の進め方 

ア 運用ルールの見直し 

学校における校務の負担軽減を図り、教育の質的向上につなげるために、統合型校

務支援システムの導入と合わせて運用ルールを見直すようにする。例えば、グループ

ウェアを活用し、教職員間の情報共有を行うことと合わせて朝の打合せをなくす。そ

のことにより、児童生徒とふれあう時間を確保するなど、効果的な運用ルールを策定

するようにする。実際、子供と向き合う時間を週に１回設定し、運用を図っている。 

 

イ セキュリティ・個人情報保護への対応 

統合型校務支援システムの導入に際しては、学校における情報セキュリティポリシ

ーを基に、ネットワークやサーバー、各学校等におけるセキュリティの確保・維持管

理について、地域のパーソナルクラウドを活用している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



８ 学校におけるＩＣＴ環境整備  

（１） 山江村のＩＣＴ環境整備 ―情報端末機器・デジタル教材等― 

本村で整備しているＩＣＴ環境は、次のとおりである。  （令和２年３月現在） 

山江村の ICT 環境整備（図３５） 

 

   また、学校におけるＩＣＴ環境整備に必要な経費は、地方交付税による財政措置が

講じられているが、平成２３年度より本村が整備しているＩＣＴ環境は、次のとおり

である。                        （令和２年３月現在） 

■校務用ＰＣ   教員１人１台（シンクライアント） 

■タブレットＰＣ  小学校 全学年・・１人１台 

中学校 全学年・・１人１台 

          （Ｉｐａｄ 小４０台 中１３５台） 

■電子黒板   全教室に配備（パソコンとセットで）７０型 

■実物投影機  全教室に配備   

■無線ＬＡＮの整備 全教室及び体育館（各教室２か所設置） 

■教師用デジタル教科書 小学校 全学年・・国算理社 

            中学校 全学年・・国社数理英 

■各種コンテンツ多数 学習ドリル、学習支援コンテンツ等 

■校務支援システム（通知表、指導要録、出席簿等） 

■熊本県校務支援システム（出張、年休等） 

■ＩＣＴ支援員の配備 ３名（各小中学校常駐） 

■Ｗｅｂ会議システムの整備 

■平成２３年度 電子黒板３台から研究スタート 

■平成２４年度 普通学級電子黒板（電子黒板用ＰＣ）導入 

        教師用デジタル教科書（国、算、理）導入 

        タブレットＰＣ９５台導入、校務支援システム導入 

        教室等の無線ＬＡＮ環境整備 

        デジタルコンテンツ導入（探検ナビ、キューブキッズ） 

■平成２５年度 特別支援・特別教室・体育館に電子黒板導入 

        タブレットＰＣ１７５台導入 

        デジタルコンテンツ導入（コラボノート、ｅライブラリ） 

        ＩＣＴ支援員（業者）２６年度まで 

■平成２６年度 校外学習用タブレット（ｉｐａｄ）３０台 

        デジタルコンテンツ（ｽｶｲﾒﾆｭｰ、デジタルドリル） 

■平成２７年度 タブレットＰＣ９０台、校外学習用タブレット（ｉｐａｄ） 

        １０台導入、 児童用生徒用デジタル教科書等 

        ＩＣＴ支援員配備１名（村費職員）     各学校１名配置 

■平成２８年度  タブレットＰＣ１０台、ｉｐａｄ４５台導入、ＩＣＴ支援員  

■平成２９年度  タブレットＰＣ１７５台導入、教室用ノートＰＣ２０台導入 



山江村の ICT 環境整備の経緯（図３６） 

 

今後、ハード面の整備だけでなく、デジタル教材等のソフト面の導入をさらに充実さ

せていく予定である。 

 

（２） 遠隔教育の推進 

  ア 遠隔教育の価値 

遠隔教育とは、距離に関わりなく相互アに情報の発信・受信のやりとりができる

ICT を活用した教育であり、多様な人々とのつながりを実現する、教科の学びを深め

る、個々の児童生徒の状況に応じた教育を実施するなど、教師の指導や子供たちの学

習の幅を広げることや、特別な支援が必要な児童生徒等の学習機会の確保を図る観点

から重要な役割を果たすものである。 

文部科学省では、次の３つの視点（Ａ、Ｂ、Ｃ）から遠隔教育の価値を捉え、「テ

レビ会議システム」環境を推進している。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    遠隔教育の分類（図３７） 

■平成３０年度  電子黒板 １０台入れ替え 

■令和元年度   ｉｐａｄ４０台導入（山江中）、タブレットＰＣ９０台入れ替え 

(平成 31 年度)  テレビ会議システムの導入 

         プログラミング教材導入トライアル（ＤＮＰ、ロボホン） 

         中学校英語ドリル教材導入（テラトーク） 

■令和２年度   ＬＡＮ整備更新（GIGA スクール補助） 

         タブレットＰＣ新規導入（GIGA スクール補助） 

         プログラミング教材導入（ＤＮＰ、ロボホン） 

         小学校英語ドリル教材トライアル導入（テラトーク） 

 山江村では、「Ａ：多様な人々と

のつながりを実現する遠隔教育」、

「Ｂ：教科等の学びを深める遠隔教

育」を中心に研究を進める。 



Ａ多様な人々とのつながりを実現する遠隔教育 

海外の学校と接続し、英語でコミュニケーションを取ったり調べたことを発表

し合ったりする交流学習や、小規模校の子供たちが他校の子供たちと一緒に授業

を受け、多様な考えに触れる合同授業など、遠隔教育により単独の学校では難し

い多様な人々 とのつながりを実現することができる。 

Ｂ教科の学びを深める遠隔教育 

小学校におけるプログラミング教育において、大学と接続し講義を受けたり質問

をしたりする、教室にいながら社会教育施設を見学し専門家による解説を聞くなど、

教室外の人的・物的資産を活用することで教科等の学びを深めることができる。ま

た、高等学校においては特定の教科・科目の教師がいない学校に授業を配信し、開

設科 目の数を充実する「教科・科目充実型」の授業も行われている。 

Ｃ個々の児童生徒の状況に応じた遠隔教育  

日本語指導が必要な児童生徒に対し離れた学校の日本語教室を接続し日本語指

導の充実を図ったり、病気療養児に対して病院等で在籍校の授業を受けたりする

等、遠隔 教育により、個々の児童生徒の状況に応じた教育を実現することができ

る。 

 

  イ 遠隔教育の類型 

    文部科学省では、「遠隔教育の推進に向けた施策方針」において、遠隔教育に係る

様々な制度を踏まえて、遠隔教育が効果を発揮しやすい学習場面や目的・活動例等を

類型化している。 

    本村はこの中で、「合同授業型」を中心に遠隔授業に取り組むようにする。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

遠隔教育の類型（図３８） 

 



  ウ 遠隔教育に必要な環境 

遠隔教育を実施するためには、ICT 機器や人的資源等を整備する必要があり、遠隔

教育の内容に応じて環境を構築する必要がある。 

現在、山江村で必要となる ICT 機器は次のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

遠隔教育に必要なＩＣＴ機器（図３９）  先生同士の研修―喬木村⇔山江村―（図４０） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
山江村⇔長野県喬木村との交流活動（図４１） 

 

 

■遠隔会議システム（ビデオ会議システムと Web 会議システム） 

■マイク（教師や児童生徒の声を集音するためのマイク） 

■スピーカー（接続先や児童生徒の声を伝えるためのスピーカー） 

■大型提示装置（接続先の様子、板書やデジタル教材等を映す大型の提示装置） 

■カメラ（自校の教師や児童生徒、黒板等に書かれた内容を写すためのカメラ） 

■情報端末（児童生徒が遠隔地にいる児童生徒や講師と個別・グループごとにつ

ながり、資料を 共有したり自分の意見・考えの発表をしたりする際に

活用する） 
 

マイク 

電子黒板 

スピーカー 



（３） 先端技術の導入 

多様な子供たちを誰一人取り残すことのなく、公正に個別最適化された学びを実現す

るために先端技術や教育ビッグデータを活用することは、これまで得られなかった学び

の効果など、学びを変革していく大きな可能性がある。 

本村では、次のソフトウエアを導入し、児童生徒の学びの充実を図っていく。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人型ロボットを取り入れた
プログラミング学習 
（図４２） 

ＡＩを活用した英語ドリル
学習(図４３) 

テレビ会議システムを活用
した村内万江小との遠隔授
業（図４４） 

個に応じた算数ドリル学習
(図４５) 

算数ドリルと連動した教師
の見取り・評価(図４９) 

喬木村との遠隔交流学習
(図４７) 

単焦点型プロジェクターを
活用した複式学級における
対話的な学び(図４８) 

意見集約ソフトを活用した
学びの共有と相互評価 
(図５０) 

持ち帰り学習ドリル 

(図４６) 

デジタル化した３・４年社
会科地域教材「わたしたち
の山江村」(図５１) 

ケーブルテレビ・インター
ネットを活用した授業動画
配信「理科」（図５２） 

中学校におけるオンライ
ン授業「数学科」（図５３） 



これらの実践例は、文部科学省が類型化して示している「ICT 環境を基盤とした先端

技術や教育ビッグデータの活用で得られる具体的な効果として期待できるもの」を踏ま

えたものである（図５２、５３）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：先端技術の機能に応じた効果的な活用の在り方（図５４） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：先端技術の機能に応じた効果的な活用の在り方（図５５） 

 

 



（４） 山江村学校情報セキュリティポリシーガイドライン 

山江村学校情報セキュリティポリシーガイドラインについては、山江村情報セキュ

リティポリシーに準じ、山江村立小中学校において、児童・生徒・保護者・教職員な

どの個人情報保護やインターネットの利用及び運営管理に関し、必要な事項を定め、

適切に管理・運用するための基本的なルールを定める。 

定める内容は、次のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

セ

キュリティポリシーガイドラインの内容（図５６） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
山江村学校情報セキュリティポリシーガイドライン（図５７） 

 

 

 

１ 基本方針 

２ 対象者 

３ 組織・体制 

４ 用語の定義 

５ 情報資産の管理方法 

６ 情報端末の提供 

７ 情報端末利用時の 

遵守事項 

８ パスワード管理 

９ 離席時の対策 

 

１０ 情報システム機器の

導入・廃棄等する場合 

１１ ソフトウエアの取り

扱い 

１２ ネットワークに関す

る遵守事項 

１３ インターネット利用

時における遵守事項 

 

１４ 電子メール利用時に

おける遵守事項 

１５ 利用者ＩＤに関する

遵守事項 

１６ 事故、欠損に対する処

理 

１７ 運用管理 

１８ その他 



（５）ＩＣＴ活用における健康面への配慮 

 授業で ICT 機器等を積極的に活用することに伴って、児童生徒への健康面への影響に

ついて配慮する必要がある。影響等を引き起こすと考えられる要因には、次のようなも

のがある。 

 

 

 

 

 

 

  特に、児童生徒の目の疲労については、教室の適切な明るさのもと管理することが大

切であるため、養護教諭と連携を図りながら適切に対応する。 

また、学習者のタブレット端末の使用においては、机の広さや画面サイズ、画面反射

による目の疲労や姿勢の崩れへの影響が考えられる。学校においては、あらゆる環境を

踏まえて、姿勢に関する指導を適切に行う。  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 
教室の明るさに関する留意事項（図５８）  タブレット端末使用時の姿勢のポイント（図５９） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 目の疲れなどの視覚系への影響 

イ 姿勢などの筋骨格系への影響 

ウ 疲労の影響 

エ 心理的な影響 


